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【論文要旨】
　中国は，かつて「統一分配」と称する就業制度の下で高等教育機関の卒業生を国家主導により職
場に配属し，高等教育機関の学生（大学生）自らの意志による職業選択の自由を認めなかった。
1980年代高等教育制度の改革によって，「自主的職業選択制度」が導入され，大学生は自らの意志
により職業を選択する自由を認められることになった。
　本稿では，就業制度改革後，大学は社会が求める人材に対するニーズの把握，最新の求人情報の
収集と提供，適切な就職相談や指導などへ取り組み，就職情報の提供など各種支援を行う態勢を整
備しつつある状況を整理した。
　また，人の職業選択及び職業観に影響を与える要因は様々ではあるが，ここでは，中国における
学歴重視の社会及び価値観の変化を整理，分析し，それらが大学生の職業選択及び職業観に影響を
与えている状況を整理した。そして，新規労働者となる大学生の職業選択の動機を通して，就業制
度改革後の大学生の職業選択が個人の興味，価値観，欲求を反映した行動となっており，就業制度
改革以前の大学生とは異なる現代中国の大学生に焦点をあてた職業選択の動機を明らかにした。
【キーワード】統一分配制度　自主的職業選択制度　高等教育機関の役割　職業選択に与える影響
　　　　　　　職業選択の動機
はじめに
　中国は，従来国家主導による統一分配制度（就業制度）が導入されており，大学生には職業を選
択する自由が認められていなかったが，1980年代に就業制度改革が行われ，大学生自らの意志に
より職業を選択する自由が認められることになった。かつての国家主導による就業制度の下では，
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大学生を雇用する企業と新卒者の不適合，適切な新卒者の採用が出来ない，高等教育機関の自主的
な経営努力が欠如しているなどの問題が指摘されていた。
　職業の選択に関して，労働者の立場から考えるならば，職業を自らの意志で選択できないという
ことは，労働の場において，労働者の仕事に対する意欲，すなわちモチペーショソの維持・高揚を
損ないかねない状況を生じる可能性があり，また，労働者の職業能力，キャリア開発に関する考え
に基づいて，労働者のキャリア発達を考えるにおいても職業を選択するという行為は労働者のキャ
リア形成過程において重要な過程になるといえる。
　本稿では，中国における就業制度改革は高等教育制度改革の一環として行われ，それが高等教育
機関にどのような影響をもたらしたか，大学生の職業選択過程における高等教育機関の役割を明ら
かにする。そして，学生の職業選択行動は，社会環境の変化，例えば，学校教育の普及と密接に関
わっており，職業観の形成もほぼ同様の要因として位置づけることができるという観点に基づい
て，高等教育の普及にともなった学歴を重視する大学生の増加及び価値観の変化が，大学生の職業
観及び職業選択の動機にどのような影響を与えているかを分析する。そして，新規労働者となる大
学生の職業選択の動機を分析する。
　第1章では，統一分配制度による就業制度の確立，その内容と問題点について触れ，統一分配
制度から自主的職業選択制度へ導入に至るまでの経緯を整理する。第2章では，高等教育の変化
及び高等教育機関の役割について分析，考察する。第3章において，大学生の職業選択の動機の
分析を行う。
1．大学卒業生を対象にした就業制度改革
　（1）統一分配制度による就業
　中国における高等教育機関の学部，学科に関する全国的編成は1951年から1953年にかけて行わ
れたと同時に，大学新入生募集は全国統一化の方向へ進み，1952年からは全国共通問題による全
国統一入試が始まった。高等教育を受ける学生を政府が統一的に募集し，在学中の学費・生活費を
政府が負担する「統包統配」（個人の生活を国家が統一的に保障し，同時に職場配置を統一的に割
り振る制度）政策が実施された。
　政務院が公布した「1953年夏季全国高等教育機関卒業生の工作配分を統一的に準備することに
関する指示」では，業務部門が指導する高等教育機関の卒業生は，基本的に各業務部門に配分し，
そのうちの調整を加える者については，多くはそのまま残し，少しだけ抜き取る「多留少抽」の原
則を根拠とすると定めている。すなわち，他省庁所管大学の卒業生の大部分は各省庁が独自に職場
配置を行い，全国的見地からの調整用に予め抜き取られる卒業生は，ごく少数に決められていた。
　すでに1951年，「まず高等教育機関を管轄する中央と地方の行政機関がそれぞれ所管高等教育機
関の各系・科の卒業生数とそれぞれの行政分野で必要とされる要員の数を詳細に調査し，各系・科
ごとの卒業生の職場配置計画を策定する。例えば，銀行，紡績，水利などの学科の卒業生について
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は，中央の各関係行政機関が中央及び地方の当該分野の職場配置計画を策定し，それとともに，中
央の各行政機関に配属になる卒業生についても，その総人員の範囲内で各行政機関が具体的な配置
計画を策定する」というものであり，省庁別の「縦割り」的配置管理がとられていた。こうした省
庁別の「縦割り」的な配置管理は，在学中に学んだ内容と職務内容との一致を徹底させるため，
「学用一致」という特徴があった。
　また，1957年に国務院が公布した「卒業生の工作配分原則に対する規定」では「人材が欠けて
おり，国が緊急に必要とする幾つかの専攻については，その卒業生が全て国による職場配置に従わ
なければならなかった。しかし，それ以外の専攻・学科で国のニーズを顧みず，無理に個人の要求
を押し通し，職場配置に従わない少数の学生については，卒業証書を発行することはできるが，国
が彼らの仕事の配分に責任を負うことは二度とないことを言い渡した上で，彼らが自由に仕事を探
すことを認める」と規定した。しかし，それと同時に，「国の機関，学校，企業，事業体は国によ
り職場配置された学生のみを受け入れるができ，主体的に職業を探す学生を自由に採用してはなら
ない」とも定めた。このように，国の統一的職場配置に不満を持った学生が自ら職業を選択するこ
とは認められるが，国の機関，企業等による彼らの受け入れは禁止し，さらに企業が全て国有化さ
れていた時代にあって，仮に国による職場配置の方針に従わなければ雇用機会は完全に閉さされた
と同然であった。
　高等教育機関において実施されてきた統一分配制度は，計画経済体制の下で，国が主体となり，
企業に労働力を配分し，労働力の採用及びその管理等のすべてを行っていた制度であった。労働
者，あるいは学生の求職活動は本来，労働者（学生）と企業が主体となるべきだが，企業と労働者
（学生）はそれぞれ主体的に採用及び職業を選択する権利を持たぬ変則的な制度が統一分配制度で
あったといえる1）。なお，統一分配制度のデメリットについては，以下のような指摘がある。
a．採用企業と新卒者の不適合。適切な新卒老の採用が不可能であり，また新卒者の専攻分野と
　　配属先の業務内容も不適合な場合がある。
b．高等教育機関の自主的な経営努力の怠慢をもたらす悪影響。大学が経済や社会発展の変化や
　　需要に適応するべく主体性を持って学部・専攻の構成など全体方針を調整する必要がなく，
　　そうした努力の意志が育たない。
c．学生の積極性の喪失。勉学への意欲や向上心が高揚しにくくなる。
d．企業側の採用管理への悪影響。新卒者の適切な採用・選抜・人材活用を考慮する必要性がな
　　く，主体的かつ積極的な採用管理への意欲をなくしてしまう2）。
　職業の選択に関して，労働者の立場から考えるならば，職業を自らの意志で選択できないという
ことは，労働の場において，労働者の仕事に対する意欲，すなわちモチベーションの維持・高揚を
損ないかねない状況が生じる恐れがあるといえる。中国は統一分配制度によって人が自己の意志
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で，自らの適性，能力等を考えて職業を選択するという極めて自然の行為を認めなかったが，その
ために高等教育機関の学生を卒業すると同時に国による統一的計画に従って職場に配置する制度を
約34年間にわたって続けていた。統一的職場配置の対象となって就職が保障されたのは，高等教
育機関の卒業生の他に，職業訓練教育を受けた中等専門学校と技術労働者学校の卒業生であった
が，それ以外の諸学校の卒業生については統一的職場配置の規定は適用されなかった。
　（2）自主的職業選択制度の導入
　中国の高等教育機関は文化大革命終焉後の1977年に11年間の空白の後に再開され，1980年代に
高等教育改革が行われた。1985年5月，中国共産党中央委員会は「教育体制改革に関する決定」
を公布したが，これにより，高等教育機関の学生募集と卒業生の職場配置制度を改革することが示
された。大学の学生募集，学費を一律に国家が負担する従来の制度が改められ，学費は自己負担に
することを条件に入学する学生に学習の機会を与えた。学生の就業については「大学の推薦を受け
ての就業」の他に，「自らの意志での求職活動による就業」も認められるようになり，高等教育機
関卒業者に対する就業制度改革が行われることになった。
　1989年国家教育委員会による「高等教育機関卒業生の分配制度に関する改革方案」を国務院が
批准し，「わが国現行の高等教育機関卒業生の職場配置制度は建国初期に形成され，次第に発展し
て延長継続された。この制度と中国の当時の高度集中的，商品経済を基本モデルとする経済システ
ムとは相適応し，歴史上，積極的な役割を果たしたといえる。しかしながら，こうした「統」（統
一的であること）「包」（請け負うこと）を特徴とする卒業生の職場配置制度には，幾つかの明らか
な欠陥が存在し，自発的な学習（学生），主体的な管理運営（学校側），合理的な人材の活用（雇用
機構側）のいずれの面においても適切さを欠く」と指摘した。そして「次第に学生が自主的に選択
し，企業が優秀な者を選び採用（択優録用）する“双方向選択”制度を実施する」目標を掲げた。
これにより高等教育機関新卒者の就業制度改革の方向が明確になったと同時に，制度改革は企業の
人事制度改革の契機にもなった。
　さらに1993年中国共産党中央委員会及び国務院が公布した「中国教育改革和発展綱要」は，高
等教育機関における学生募集及び卒業生の就業制度改革の方向を明確に示した。その主な内容は次
の通りである。
a．国家が全ての学生を統一的計画に従って入学させる体制を改め，「国家の任務としての」計
　　画部分（国家の計画に基づいて入学させる学生の確保）。「調節的」計画部分（企業等に学費
　　を負担してもらった学生が卒業後その企業に就職する「委託養成」や個人が学費を自弁して
　　入学する「私費学生」）を並存するシステムに転換する。
b．学費の全額負担を見直し，大学教育の有償化を実施する。学費貸与制度や奨学金制度を設け
　　る。
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c．大学新卒者の就職先を国家が統一的に割り当てる制度や大卒者を必ず幹部のポストにつける
　制度を改め，学生が自主的に就職先を探して就職する「自主的な職業選択」制度を，一部を
　除いて実施する。
　高等教育機関卒業生の就業に関しては「少数の卒業生は国家の配置により就職し，多数は学生の
自主的職業選択で就職する制度を実施する」ことが従来の制度と根本的な改革として掲げられた点
が大きな変化であった。「師範（教員養成）学科専攻，勤務条件や生活条件に困難の大きい業種の
専攻，辺境地区の卒業生について，一定範囲内の定向（指定）就業を実施する以外は，大部分の卒
業生について国家の方針と政策の指導のもと，人材労務市場において自主的職業選択の方式を採る
ものとする」ことを指示している。そして，この就業制度改革は「社会主義市場経済体制の建設と
労働人事制度の改革に伴って」実施されたが，就業制度改革は高等教育改革に関わるのみならず，
企業の人事制度改革及び労働市場形成に関しても，重要な改革になったといえる。
　なお，高等教育機関の改革とともに，中等専門学校と技工学校の卒業生の就業制度に関する改革
も推し進められ，1986年労働部が公布した「技工学校工作条例」において，国家計画の指導の下
で学校が推薦し，雇用側が優秀な者を選抜し採用する方向へ転換することを定めた。また，1989
年に労働部は「技工学校改革の深化に関する意見」を公布し，卒業生が該当地域の労働市場を通じ
て雇用側と自己の意志により就職するという改革の方向を明らかにした。
2．高等教育と高等教育機関の役割
　（1）高等教育の普及
　中国全土を混乱に陥れた文化大革命は勃発から10年を経て，1976年に終息した。1978年の共産
党第11期3中全会は改革・開放政策を策定し，国家のあり方を政治運動から経済建設へと転換さ
せることになった。以降，経済改革，発展に資する人材の育成が教育に課せられた重要な任務とな
っている。
　当時，最高指導者であった郡小平は，次のように指摘している。「私たちが4つの現代化を実現
する鍵は，科学技術の発展にある。科学技術を発展させるためには，教育を軽視してはならな
い」3）。また，「わが国が世界の先進水準に追いつくためには，何から着手すべきか。私は科学と教
育から着手すべきだと考える」4）という郡小平の言葉に示されているように，科学と教育とが結び
つけられ，「科学技術は生産力である」5）と強調され，国家の経済発展に直結する科学技術が重視さ
れるようになった。この指導者の発言によって，中国は改革・開放政策導入以来，教育発展のスロ
ーガンとしてきた「経済は教育に依拠しなければならず，教育は経済に奉仕しなければならない」6）
という相互依存の関係は，1980年代の教育改革から始まり，現実の取り組みとして機能している。
　1985年に中国共産党中央委員会は「教育体制改革に関する決定」を公布し，教育行政における
中央政府によるマクロ管理の強化と財権も含めた地方分権の促進を基本とする教育制度整備の基本
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的な方針を示したと同時に，職業技術教育と高等教育を発展させることを表明している。1993年
に中国共産党中央委員会は「中国教育の改革と発展に関する基本要綱」を公布し，改革・開放政策
導入後の教育に対する総括を進めるとともに，21世紀に向けた教育発展の基本方針を示した。そ
こでは，教育の地方分権の促進と，教育改革を雇用管理と連動させるという社会主義制度の根本に
関わる問題について論じ，一層の市場経済化を推進していくことを明示している。同年，国務院は
「高等教育の調整・改革，加速的発展の若干の問題に関する意見」を公布し，1995年には「中華人
民共和国教育法」が制定されている。この法律は，中国の教育基本法的性格を持つものであり，従
来の九年制義務教育の実施，教育行政の地方分権を促進することを明記している。1999年には
「高等教育法」が施行された。
　中国の高等教育は，普通教育，職業教育，成人教育7）の3つの領域に分けられる。普通教育は，
大学院（修士課程・博士課程），大学の本科，専科から構成される。1990年代以降，高等教育の普
及によって，卒業生は増加しつつある（表1参照）。
表1高等教育機関の卒業生の推移
　　　　　　　　　　　（単位：校，万人）
年 学校数 募集人員 在学生数 卒業者数
1978 598 40．2 85．6 16．5
1980 675 28．1 114．4 14．7
1985 1，016 61．9 170．3 31．6
1986 1，054 57．2 188．0 39．3
1987 1，063 61．7 195．9 53．2
1988 1，075 67．0 206．6 55．3
1989 1，075 59．7 208．2 57．6
1990 1，075 60．9 206．3 61．4
1991 1，075 62．0 204．4 61．4
1992 1，053 75．4 218．4 60．4
1993 1，065 92．4 253．6 57．1
1994 1，080 90．0 2799 63．7
1995 1，054 92．6 290．6 80．5
1996 1，032 96．6 302．1 83．9
1997 1，020 100．0 317．4 82．9
1998 1，022 108．4 340．9 83．0
1999 1，071 159．7 413．4 84．8
2000 1，041 220．6 556．1 95．0
2001 1，225 268．3 719．1 103．6
2002 1，396 320．5 903．4 133．7
2003 1，552 382．2 1108．6 187．7
2004 1，731 447．3 1333．5239．1
2005 1，792 504．5 1561．8 306．8
出所：『中国統計年鑑（2005）』中国統計出版社，799頁；
　　800－801頁。
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　大学数は1978年の598校から1985年には1，016校となり，在学生数は85．6万人から170．3万人に増
加した。募集定員は1978年の40．2万人から1980年28．1万人に減少したが，1985年には61．9万人に
増加し，卒業者数は1978年の16．5万人から1980年14．7万人に減少したものの，1985年には31．6万
人に増加した。1985年には大学，募集定員，在学生数，卒業生はそれぞれ1，016校，61．9万人，
170．3万人，31．6万人に増加しており，1989年には大学数は1，075校，在学生数208．2万人，卒業者
数57．6万人に増加したが，募集定員が1988年より7．3万人減少した。1990年，学校数は1989年と同
じ1，075校で変化がなかったが，在学生数は206．3万人に減少した。募集定員数，卒業者数はそれぞ
れ60．9万人，61．4万人となった。
　また，大学数は1991年の1，075校から1992年には1，053校，卒業生は1991年の61．4万人から1992
年の60．4万人に減少した。1992年の大学数は1，053校から1993年の1，065校，募集定員は1992年の
75．4万人から1993年は92．4万人，在学生は1992年の218．4万人から1993年には253．6万人にそれぞ
れが増加したが，卒業生は1992年の60．4万人から1993年の57．1万人に減少した。大学数は1994年
の1，080校になった後に1995年には1，054校に減少し，募集定員，在学生数，卒業者数はそれぞれ
92．6万人，290．6万人，80．5万人となった。
　さらに，2000年の大学数は1，041校から2001年には1，225校に増加し，募集定員は2000年の220．6
万人から2001年の268．3万人，在学生は2000年の556．1から2001年の719．1万人，卒業生は2000年の
95．0万人から2001年の103．6万人にまで増加している。その後もそれぞれが増加し，2005年には大
学数は1，792校，募集定員504．5万人，在学生1561．8万人，卒業生306．8万人となっている。以上の
ように政府の教育政策による大学の増減，学生数の増減していた。
　（2）大学生の職業選択と高等教育機関の役割
　1980年代以降の大学卒業者に対する就業制度改革は，中国における高等教育制度改革の一環と
して進められてきた。1994年，国家教育委員会は「普通高等教育機関の学生募集及び卒業生就業
制度の更なる改革に関する試行意見」を通達し，国家奨学金，雇用単位奨学金など計4種類の奨
学金の位置づけ，運用方法などに言及し，具体的な改革実施案を示して，高等教育機関卒業生の就
業制度において，さらに改革を推進することを表明した。
　1997年国家教育委員会は「普通高等教育機関卒業生の就業工作に関する暫定規定」（以下，「暫
定規定」と略す）を公布し，一連の改革を推進して，全人代（国会）は「高等教育法」を採択した
（1999年1月1日より施行）。
　例えば，「高等教育法」第59条によれば「高等学校（大学・専門学校）は卒業生・修了生に就職
指導を実施しサービスを提供しなければならない」と定められているが，学生一人一人の自主的職
業選択制度のもとで，各大学は就職情報の提供など各種支援を行う態勢を整備し，学生の求人は大
学の就職担当部課に集約される傾向にある。
　また「暫定規定」第1章第1条「経済建設と社会発展に一層尽くし，卒業生と雇用単位の合法
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的権益を保護するために」に基づき，「国家の普通高等学校学生募集計画に基づいて入学した大学
生・大学院生」のすべてを包括して，その就職活動における方針と実施方法を明確にしている。す
なわち，「卒業生は国家が計画に基づいて養成した専門人材であり，各級の卒業生就職主管部門・
高等教育機関・雇用単位は協力してその就職工作に当たらなければならない」（同第3条）と規定
し，さらに，「国家教育委員会が全国の卒業生就職工作を総括管理し，国務院のその他の部・委員
会及び各省・自治区・直轄市はそれぞれの部門・地方の卒業生就職工作に責任を負う」（同第5条）
として，学生の就職活動は国家の任務である旨を明示した。さらに，「暫定規定」第5章第23条は
「条件を備えた高等教育機関は顔合わせ・双方向選択活動を開催すること」「高等教育機関は新卒者
の顔合わせ・双方向選択活動において主導的役割を果たす」ように求めている。
　1990年代以降，高等教育機関である大学は社会が求める人材のニーズの把握，最新の求人情報
の収集と提供，適切な就職相談や指導などへの取り組みを求められている。大学内において「校園
招聰」と称する企業説明会の活動を外資系企業及び一部の国内企業を対象に実施されている（表2
参照）。企業の採用活動は多様化してはいるが，新規学校卒業老を対象にした校園招聰は国有企業
55．6％，集団所有制企業35．3％，非国有株式会社・有限会社31．6％，私営企業20．0％，外資系・香
港・マカオ・台湾系企業24．3％となっており，何れの企業においても他の採用形態と「校園招聰」
とを併用して採用活動を行っている状況である。
　「校園招聰」では一般に会社概況の紹介，採用職種・職務の条件と給与・福利体系や研修等の人
事全般の説明が行われる。ここでの取り組みは，大学が求職者である新卒者と企業の求人活動に対
して主導的役割を果たし，いわゆる求人側と求職側との実質的な求人・求職活動の仲介を行ってい
表2　所有制別における企業の採用管理活動の主要経路（3項目まで）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％（ ）社数）
国有企業及び国有
@　株式企業 集団企業
非国有株式企業・
@　有限会社 私営企業
外資系・香港・マ
Jオ・台湾系企業 その他
職業紹介所 9．8（44） 23．5（4） 19．4（51） 21．3（102） 33．0（99） 15．6（7）
媒体広告 32．4（145） 35．3（6） 52，9（139） 54．5（261）50．0（150） 37．8（17）
招聰会 57．8（259） 52．9（9） 63．1（166） 64．5（309） 57．3（172）51．1（23）
友人の紹介 20．8（93） 29．4（5） 27．0（71） 26．5（127） 23．3（70） 24．4（11）
人材交流センター
35．9（161） 41．2（7） 42．6（112） 46．6（223） 44．7（134） 62．2（28）
校園招聴 55．6（249） 353（6） 31．6（83） 20．0（96） 24．3（73）3 ．3（15）
ヘッドハソ
eィソグ 4．0（18） 5．9（1） 5．7（15） 8．1（39） 12．3（37） 6．7（3）
その他 12，9（58） 5．9（1） 8．4（22） 10．2（49） 12，0（36）6．7（3）
注：1）調査対象：国有企業・国有株式会社（29。5％），私営企業（29．6％），非国有株式会社・有限会社
　　　（17．1％），外資系・香港・マカオ・台湾系企業（183％），集団企業（1．5％）及びその他企業（4．0
　　　％）から構成されている。
　2）配布数　6，000部，回収数　2，100部（回収率35％），有効サソプル数　1，883部。
出所：林澤炎主編『転型中国企業人力資源管理』中国労働社会保障出版社，2004年，60頁。
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るといえる。
3．大学生の職業選択行動と学歴重視社会への傾斜
　（1）価値観の変化
　かつて中国人の価値概念は「知足常楽」といわれる思想を中心に形成されてきた。費孝通は『郷
土重建』において，「知足常楽」について次のように指摘している。「知足」とは，「欲望の自己制
約を指している。中国は物質的に欠如した経済構造の時代を体験しており，人々は欲望の自己制約
という心を持たなければならないとした。なぜなら，農民国家であった中国では，人が使える土
地，資源が限られていたため，「知足常楽」という価値観念を培ってきたといえる」。「知足」は
「生活の安定をもたらし，現在の生活に満足することで得られる気持ちであり，それが手段となり
快楽という境界に到達する」。この「知足常楽」は中国人の伝統的価値観をなしている8），として
いる。
　1949年に現代中国は，毛沢東の指導により成立したが，毛沢東は共産党員であり軍人であった
張思徳の殉職に際して記した追悼文「人民に奉仕する」のなかで，以下のように述べている。
　「人間はいつか死んでしまうが，しかし，人によって死の意味が異なる。昔，中国の司馬遷とい
う学者がこういった。「人は必ず死ぬ，ある人の死は泰山よりも重いが，ある人の死は鴻毛よりも
軽い」。人民の利益のための死は，泰山より重いものであり，ファシズムのために力を出し，人民
を搾取し，圧迫する人のための死は，鴻毛よりも軽い…。中国人民は今，受難のときである。われ
われには，彼らを救い出す責任がある。われわれは奮闘努力しなければならない。奮闘すれば犠牲
がある。人が死ぬことは当然起こることだ。しかし，人民の利益を思い，大多数の人民の苦痛を思
えば，われわれは人民のために死んでもよい，死ぬだけの価値がある」と，「人民に奉仕する」こ
とを謳えている。現代中国は建国以来毛沢東によって，人は「人民に奉仕する」。すなわち，人は
国のため，人民のために奉仕するとして教えられてきた。
　改革・開放政策導入後，鄙小平は「先富論」を提起し，成長の条件を備えた一部の人や地方は先
に豊かになることを一時的に容認した。しかし，この提起は中国社会に大きな影響を与え，人は国
や社会のために働くのではなく，金のために働くといった拝金主義が蔓延する要因にもなっている。
　千石・丁（1988）は，中国人を老年層，中年層，若年層に分類し，それぞれの「人生観」，「人
間観」などについての調査データに基づいて，中国人の価値観の変化を分析している。例えば，
「人生観」について，老年層（55歳以上），中年層（30～45歳），若年層（16～29歳）はそれぞれ次
のような考え方をしているとしている。「生きがいは，求めるのではなく捧げることにある」「個人
の成長は，社会への貢献度によるものだ」「どちらかというと，自分の欲求はある程度おさえても，
集団や組織から出される要求に応じるべきだ」などについては，老年層のいずれもが9割以上賛
成している。ここには明らかに個人より集団，社会，国家に奉仕しようという信念がみられる。そ
れに対して，中年層や若年層の賛成率は老年層より2割前後下回っている。
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　また，「職業を選ぶ際，個人の希望は国の必要に従うべきだ」「自分自身のさまざまな欲望をおさ
えるようにすることは，美徳の1つだ」では，8割弱～9割の老年層が賛成している。しかし，中
年層と若年層はほぼ一致して，3割～4割の賛成にとどまっている9）。
　ここでの老年層は革命世代であり，毛沢東政権のもとで，現代中国が成立し，物質的に欠乏した
時代を過ごした世代といえる。彼らには毛沢東思想のもとで，中国の全国民に衣があり，食するこ
とができる，平等主義という考え方が強く根付いており，個人の利益を追求するよりも，皆平等に
利益配分を受ければ最善と信じていた世代である。
　中年層は文化大革命期において，農村に下放され，改革・開放政策以降の下嵩（一時帰休）労働
者の中には，この年齢層が多数を占めていた。したがって，彼らは文化大革命運動の犠牲者でもあ
り，特別な価値観を持った世代であるとともに，若年層の価値観に共鳴する傾向も伺える。
　若年層は郡小平の改革・開放政策導入後，新たな指導者の思想，外国文化などの影響を強く受
け，集団や組織よりも自己実現，自由に生きることを好み，平等主義に疑問を持ち，成果主義的競
争を強く主張している世代としての特徴がある。
　（2）若年世代を中心とした学歴重視社会傾斜への傾向
　1980年代の高等教育改革，1990年代以降の高等教育の普及によって，大卒者は増加しているが
（前述），経済社会の発展，グローバリゼーションの進展等にともない，特に，都市部においては，
より高い学歴や新しい知識・技術を求めて教育を重視する傾向が高まっている。
　大学院に進学する学生を募集定員の推移からみると，1980年3，616人であったが，1985年には
46，871人に増加した。1986年から1991年にかけては，天安門事件等が原因となって学生数は減少
し，1991年には29，679人に減少した。1993年は42，145人で増加に転じ，その後も増加し続け，
2005年には364，831人となっている。在学生数をみると，1980年の21，604人から，1985年には
87，331人に増加したが，1988年から1992年にかけて減少した。1993年は天安門事件の終息にとも
なって大学入学者が増加し，それによって在学生数も増加に転じ，106，771人となった。2000年に
は301，239人となり，2002年から2005年にかけては在学生数がさらに増加し，2005年には978，610
人となっており，それ以降も在学生は増加傾向である。卒業者は募集定員，在学生数の推移とほぼ
同様な傾向がみられ，1980年476人に過ぎなかったが，1985年は17，004人に増加したものの，
1989年から1994年にかけては減少した。1995年は31，877人で増加に転じ，それ以降も増加し続け，
2005年には189，728人となっている（表3参照）。
　また，2000年代には北京大学，清華大学などの大学は社会人を対象とする「在職人員の博士・
修士課程」を設置し，2005年の募集人数101，653人，在学生数254，672人，学位取得者数43，964人
の規模となっている。大学入学者，卒業生の拡大，社会人大学院への関心の高さが示すように，都
市部では経済発展にともなって学歴重視の社会が形成されつつあり，より高い学歴や新しい知識・
技術を求めて教育を重視する傾向を強めており，教育の高度化と普及，拡大によって，中国は都市
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表3　大学院の募集人員，在学生数及び卒業
　　者数の推移　　　　　　　（単位：人）
年 募集人員 在学生数 卒業者数
1978 10，708 10，934 9
1980 3，616 21，604 476
1985 46，871 87，3317，004
1986 41，310 110，371 16，950
1987 39，017 120，191 27，603
1988 35，645 112，776 40β38
1989 28，569 101，33937，232
1990 29，649 93，018 35，440
1991 29，679 88，12832，537
1992 33，439 94，164 25，692
1993 42，145 106，771 28，214
1994 50，864 127，93528，047
1995 51，053 145，443 31，877
1996 59，398 163，322 39，652
1997 63，749 176，353 46，539
1998 72，508 198，885 47，077
1999 92，225 233，513 54，670
2000 128，484 301，23958，767
2001 165，197393，256 67，809
2002202，611 500，980，841
2003268，925651，260111，091
2004326，286 819，896 150，777
2005364，831 978，610 189，728
出所：表1に同じ，801頁。
部を中心に新たな就職のため，キャリア開発を意識する時代になったといえる。
4．大学生の職業観と職業選択の動機
　（1）職業選択意識
　人の職業選択行動は，社会環境の変化，例えば，学校教育の普及等と密接に関わっており，職業
観の形成もほぼ同様の要因が背景にあるといえる。
　改革・開放政策導入前の中国は情報の伝達が限られた範囲にとどまっており，教育機会が国内全
体に広くゆきわたらなかったという状況があったため，職業選択行動は限定され，職業観の形成は
必ずしも円滑に行われる環境とは言えなかった。すなわち，改革・開放政策導入以前，国により労
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働力の配分が行われていたため，労働者には自己の意志による職業選択10）の自由が認められてい
なかった。1980年代の就業制度改革によって，労働者は自らの意志による職業選択の自由を認め
られ，人々の職業に対する意識に変化がみられるようになった（前述）。
　中国の労働市場において，かっての労働者が職業を選択する要因としては，「組織の按配あるい
は配置転換」，「共産党の呼びかけに応える」，「収入と福利」，「興味と発展機会」，「仕事の条件と性
質」などであった。改革・開放政策前の1949～1965年は，「組織の按配あるいは配置転換」と「共
産党の呼びかけに応える」が，新規労働者の36．30％を占め，「収入と福利」と「興味と発展機会」
とを合わせた30．37％を上回っている。1966～1978年には，「組織の按配あるいは配置転換」と
「共産党の呼びかけに応える」とが37．39％に増加し，「収入と福利」「興味と発展機会」の24．71％
を大きく上回っていた（表4参照）。
　また，「職業選択動機の要因がはっきりしない」という割合は1949～1965年，1966～1978年の
それぞれにおいて24．16％，26．75％を占めており，人が主体的に職業選択をすることができない社
会においてのデータとして興味深い結果であったといえる。
　改革・開放政策導入後の1979～1985年においては，就業動機の要因として「収入と福利」が
32．96％と最も多く，1986～1992年には33．84％，1993～2000年には，1．29％減少したものの，職
業選択要因全体の32．55％となっている。改革・開放政策前，「興味と将来の発展機会」に関しては
1949～1965年，1966～1978年，それぞれ4．01％，3．25％にとどまっていたが，1979～1985年には
6．15％に増加し，1986～1992年12．79％，1993～2000年には31．53％に高まり，環境の変化が職業
選択に与える状況があらわれていたといえる。
　「仕事の条件と性質」とは，仕事の条件や就職先の企業形態を指しており，1949年から1978年は
10％未満，1979～1985年14．41％，1986～1992年18．86％，1993～2000年には14．50％となってい
た。仕事の条件と就職先の企業形態は労働者の職業選択の際に重視する要因の1つになったとい
える。
　一方，「組織の按配あるいは配置転換」は，1979～1985年12．74％，1986～1992年11．95％，
1993～2000年になると，一気に6．24％まで減少した。「共産党の呼びかけに応える」は，改革・開
放政策導入直後の1979～1985年において，4．69％に減少し，その後さらに減少し続け，1993～
2000年には0．84％となっていた。
　「職業選択動機の要因がはっきりしない」という割合は，1979～1985年24．58％，1986～1992年
17．17％，1993～2000年には11．30％に減少していた。
　以上の推移から，改革開放前の労働者は職業を国家によって配分され，仮に配属された職業に不
満があっても，それに従わなければならない状況におかれていた。また，労働者を国家計画に従わ
せるために，学校や行政機関などは，国家の職業配分に服従することを奨励し，共産党の呼びかけ
に応えるようにも宣伝しており，労働者の職業選択行動は，自らによって自分自身がイメージ化す
るという自己概念が基盤になっているのではなく，職業選択にあたって個人の興味，価値観，欲求
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表4　初職業の職業選択動機の変化 （単位：％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　年新規労働者の
E業選択の要因
1949～P965 1966～P978 1979～P985 1986～P992 1993～Q000 合計
1．収入と福利 26．36 21．46 32．9633．84 32．55 28．32
2．興味と発展機会 4．01 3．25 6．15 12．79 31．53 9．52
3．仕事の条件と性質 6．59 8．54 14．41 18．86 14．50 11．82
4．共産党の呼びかけに応える 15．63 1837 4．69 2．86 0．8410．06
5．組織の按配あるいは配置転換 20．67 19．02 12．7411．95 6．24 15．08
6．職業選択動機の要因をはっきりしない 24．16 26．75 24．5817．17 11．3022．15
7．その他 2．58 2．60 4．47 2．53 3．043．06
計 100 100 100 100100 100
サソプル数（N） 774 1，230 895 594 593 4，086
出所：鄭杭生他i著『当代中国城市社会結構：現状与趨勢』中国人民大学出版社，2004年，65－66頁。
が反映されることもなかったといえる。すなわち，労働者が従事する職業には，「奉仕」，「職業的
な平等」といった社会主義意識が中心にあったといえる11）。
　改革・開放政策導入後，就業制度改革，労働市場の確立などにより労働者の職業選択に対する意
識が形成され，国の計画に服従していた統一配分から労働者は自らの意志によって職業を選択する
という意識を持つように変化したといえる。
　（2）大学生の職業観と職業選択動機
　就業制度改革，高等教育制度改革などの推進によって，大学卒業者は自主的に職業を選択する自
由が認められるという状況をふまえて，「北京大学“高等教育規模拡展与労働力市場”課題組」
（2005年）は東部地域，中部地域，西部地域の3地区34箇所の高等教育機関の卒業生を対象にした
調査を実施した。その調査報告によれば，新卒者の初任給を学歴別，企業別，仕事別でみると，以
下の通りであった。
　学歴が高くなるにともない，賃金が上昇する。専科卒の初任給は1，333元，大学卒1，549元，修士
課程修了2，674元，博士課程修了2，917元となっていた。
　企業別では，三資企業（合併，合資，外国独資）の初任給が最も高く1，987元であり，科学研究
機関1，888元となっている。国家機関，国有企業，私営企業はそれぞれ1，626元，1，592元，1，529元
であり，城市（都市）集団所有制企業1，389元，学校関係1，365元，郷鎮企業1，355元となっていた。
　仕事別では，企業の管理職（経営者，部門の管理者など）が最も高く1，887元であり，行政の管
理職（共産党，行政機関，事業単位，大衆団体行政機関を含む）1，676元，専門技術職（技師，会
計師，教師，医者，弁護士等）1，585元，農業の生産活動に従事する業務1，530元，サービス業
1，465元，専門技術職のアシスタソト（技術員，看護婦，秘書など）1，457元となっていた。最も初
任給が低いのは製造業の労働者1，314元であった。
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　地域別では，大中都市の初任給が最も高く1，725元，県の都市，郷鎮及び農村1，216元，1，234元，
1，481元であった。
　就職先の地域は，大中都市に内定した卒業生が卒業生全体の70．7％を占めており，県の都市21．9
％，郷鎮5．5％，農村1．9％となっていた。
　男女別をみると，男性の初年給は1，631元になっているのに対して，女性は1，507元であった。男
女間における賃金の差は124元であり，2003年に比べて格差がさらに広がり，男女間の賃金格差が
みられる。
　職業選択の動機については，次のような要因があげられていた。①将来性がある，②能力を発揮
できる，③収入，福利待遇，④自分の趣味にあった，⑤企業の社会的評判，⑥安定性，⑦企業の規
模，⑧仕事上の自由，⑨快適で労働の度合いが低い，⑩権力及び社会資源を得やすい，⑪親戚や友
達の面倒をみることができる等々であった。
　職業とは，社会的役割の実現，個性の発揮，生計の維持などのような多面的な機能をもってい
る。そのため，職業に対する考え方は，個人の心理的要因である価値観や興味のほかに，性，年
代，世代，家族，社会情勢などが複雑に影響して形成されるものといえる。中国の大学生の職業選
択の動機には大学生の職業に対する価値観，仕事に対する取り組み姿勢の一端があらわれていると
もいえる。
　これから労働市場に参入する中国の学生は「能力を発揮できる」という期待と気持ちを抱き職業
に就いており，従来の「平等主義」に基づく管理制度ではなく，r競争主義」あるいはかつて日本
の産業が導入に努めた「能力主義」を支持する新しい意識を持つ世代といえる。「快適で労働の度
合いが低い」「仕事上の自由」は，若年労働者が快適な職場環境の中で，自由に仕事ができるとい
う欲求のあらわれでもあり，きつい，汚い，危険といったいわゆる3Kの仕事を嫌う傾向も伺え
る。
　2000年代初頭の段階において，大学生の就職難が問題視されたが，高等教育機関の卒業生が
2001年の103．6万人から2005年の306．8万人に増加し，高等教育を受けた労働力の供給が需要を上
回っていたという見方がある。一方，その原因は大学生の職業に対する考え方に問題があるとの指
摘もある。かつて，中国では大学生をエリートとして認識していたが，1990年代以降，高等教育
の普及によって，大学生が増加しているものの，大卒者が都市部に集中しており，農村部では必ず
しも必要とする労働力が満たされているとは言えない状況もみられる。学生の募集は全国各地域に
おいて行われているが，大学生が就職先を選択するにあたっては，大中都市を第一希望として選択
する傾向があり，出身地域に戻る者は少ない12）。また，大卒者は大型国有企業，外資系企業，職
場環境，給与待遇が良く，将来性のある大企業で働きたいなどの考えを持っているため，就職を難
しくしていると思われ，職業選択の動機と結果から就職の困難性が生じているともいえる。
　さらに，職業選択に影響を与える要因として，個々人の生活，利益に関わるものに集中している
ことが特徴的傾向としてみられるが，これは若年世代の自己主義をべ一スにした考え方のあらわれ
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でもあり，社会のためにつくし，社会の一員としての役割を果たす気持ちが薄い若い世代の意識と
して捉えることもできる。
おわりに
　本稿では，中国において自主的職業選択制度が導入され，大学生の職業選択に対する意識，考え
がどのように形成されつつあるか，そして大学生の職業選択の動機を中心に考察してきた。まず，
かつて大学生の就職先は，国家主導による統一分配制度の下で行われていたが，就業制度改革によ
って，大学生の就職活動における求人側（企業）と求職側（学生）を仲介する高等教育機関の主導
的な役割を発揮することが求められることになった。それは，職業を選択するという意思決定主体
がかつては国家であったが，就業制度改革によって，職業を選択する際の学生の興味，欲求，価値
観を反映することができるようになり，職業を選択する意志決定の主体が大学生へ移行した結果と
いえる。
　また，高等教育の普及，特に，都市部において，より高い学歴や新しい知識・技術を求めて大学
院に進学する学生の増加，あるいは「在職人員の修士課程・博士課程」に在籍する社会人が増加す
る状況は，学歴を重視する社会が形成されつつあり，学生（労働者）は自らのキャリア形成を意識
する時代になったあらわれとして捉えることができる。
　大学生の職業選択の動機に関しては，改革・開放政策導入前の労働者の職業は国家によって配分
され，仮に配属された職業に不満があっても，それに従わなければならなかった。すなわち，労働
者の職業選択行動は，自らによって自分自身がイメージ化するという自己概念が基盤になっている
のではなく，職業の選択にあたって個人の興味，価値観，欲求が反映されることもなかったといえ
る。自主的職業選択制度の導入によって，中国の大学生の職業選択の動機は，個々人の生活，利益
に関わるものに集中していることが特徴的であるが，これは若年世代の自己主義をベースにした考
え方のあらわれでもあり，大学生の自己意識が強くなりつつある傾向ともいえる。
　さらに，2000年代の初頭において，中国は大学生の就職難問題が発生したが，その原因につい
ては明らかではあるものの，高等教育機関の責任及び雇用側の採用方針，人事制度に問題があるか
どうかについては確認できなかった。中国における大学生の職業選択の動機をベースにして，現代
中国の都市部の若年労働者のモチベーショソを如何に向上させるかを今後の研究課題にしたいと思
う。
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